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◎  会のうごき 

○   諸会議の経過 

◇  理事・評議員合同会議 

１月 25 日、全国都市会館において理事・評議員合同会議を開催した。 

高秀会長のあいさつの後、早稲田大学大学院教授の西村吉正氏から「金融

の現状と将来展望」と題して講演が行われた。 

議事に入り、秋本事務総長から、①平成 14 年度予算対策実行運動等の経過、

②平成 14 年度地方関係政府予算案、③諸会議の開催状況等、④第 64 回全国

都市問題会議の開催、⑥平成 14 年中の市長任期満了調べ等について報告があ

り、これらを了承した。 

引き続き、協議に移り、まず、欠員に伴う副会長の補充を行うこととし、

新たな副会長に藤森郡山市長（１月 25 日付）、有賀松本市長（１月 26 日付）

を選任した。また、第 72 回全国市長会議の開催要領案、平成 14 年度全国市

長会予算案を原案どおり決定した。 

最後に、秋本事務総長の辞任（２月７日付）と、その後任の鈴木正明氏（元

消防庁長官）の就任（２月８日付）を了承した。 

なお、理事・評議員合同会議に先立ち、同会議の運営等について協議する

ため、正副会長会議を開催した。 

（担当：企画調整室） 

 

◇   行政委員会 

行政委員会（委員長・沢田横須賀市長）を、１月 25 日、全国都市会館にお

いて開催した。 

委員長あいさつの後、総務省の上田公務員課長から「公務員制度改革」に

ついて、総務省の原田自治政策課長から「地方公共団体による公的個人認証

サービス制度の創設等」について、総務省の井上市町村課長から「住民基本

台帳ネットワークシステム」についてそれぞれ説明を聴取するとともに、質

疑応答を行った。 

続いて、前回の委員会以降の経過報告について事務局から説明を行い、こ

れを了承した。 

（担当：行政部） 

 

◇   財政委員会・都市税制調査委員会合同会議 

財政委員会（委員長・鵜飼春日井市長）及び都市税制調査委員会（委員長・
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松浦・高崎市長）は、１月 25 日、全国都市会館において標記合同会議を開催

した。 

財政委員会副委員長の堀江伊勢原市長のあいさつの後、総務省の林自治財

政局長から「平成 14 年度地方財政対策」について、瀧野自治税務局長から「地

方税制度の課題」について、それぞれ説明を聴取した。 

続いて、事務局から、前回の財政委員会（平成 13 年 11 月 14 日開催）以降

における平成 14 年度政府予算編成対策に係る活動の経過報告と今後の運営

について説明を行い、これを了承した。 

（担当：財政部） 

 

◇   社会文教委員会・国民健康保険対策特別委員会合同会議 

１月 25 日、全国都市会館において標記合同会議を開催した。 

社会文教委員会委員長の杉浦安城市長並びに国民健康保険対策特別委員会

委員長の松尾高知市長のあいさつの後、厚生労働省の大塚保険局長から医療

保険制度改革について、環境省の飯島廃棄物・リサイクル対策部長から平成

14 年度廃棄物関係施策について、それぞれ説明を聴取し、意見交換を行った。 

続いて、事務報告を行った後、医療保険制度の一本化への実現に向けて早

期に検討を開始すること及び当面の国保対策に対する万全の措置を講ずるこ

とを柱とした「医療保険制度改革に関する意見（案）」について審議を行い、

これを原案のとおり決定した。 

最後に、今後の運営について協議した結果、医療保険制度一本化の実現に

向けた対応及び当面の国保対策について、関係市長と相談のうえ、会議を開

催するなど適切に対処していくこととした。 

 

医 療 保 険 制 度 改 革 に 関 す る 意 見  

 

国 は 、 昨 年 末 の 医 療 制 度 改 革 大 綱 に お い て 「 医 療 保 険 制 度 の 一 元

化 に つ い て 具 体 的 な 検 討 を 開 始 し 、一 定 期 間 内 に 結 論 を 得 る 。」と の

方 針 を 定 め た 。 こ れ は 、 本 会 の 意 見 な ど を 踏 ま え 、 今 後 の 医 療 保 険

制 度 の 抜 本 改 革 を め ざ す も の と し て 評 価 す る が 、 な お 多 く の 問 題 が

残 さ れ て い る の で 、 次 の 事 項 に つ い て 適 切 に 対 処 さ れ る よ う 要 請 す

る 。  

 

１  医 療 保 険 制 度 の 「 一 元 化 」 に つ い て は 、 従 来 か ら 本 会 な ど 国 保
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関 係 団 体 が 繰 り 返 し 主 張 し て き た ｢一 本 化 ｣の 考 え 方 に 沿 っ て 具 体

的 な 検 討 を 早 期 に 開 始 し 、 医 療 保 険 に 関 す る 国 民 の 間 の 給 付 と 負

担 の 公 平 と 安 定 的 な 保 険 運 営 の 確 保 を す み や か に 実 現 す る こ と が

で き る よ う 、 で き る 限 り 早 い 時 期 に 適 切 な 結 論 を 得 る こ と と す る

こ と 。  

２  今 回 の 医 療 保 険 制 度 改 革 に お け る 高 齢 者 医 療 制 度 の 対 象 年 齢 の

引 上 げ や 保 険 給 付 の 見 直 し な ど は 、 保 険 給 付 の 増 加 に よ っ て 国 保

の 運 営 に 重 大 な 影 響 を も た ら し 、 保 険 料 の 引 上 げ の 要 因 に な る こ

と が 懸 念 さ れ る の で 、 そ れ ら に よ る 具 体 的 な 影 響 に つ い て 、 国 と

し て の 見 通 し を 十 分 精 査 し て 明 ら か に す る と と も に 、 こ れ に 基 づ

き 国 保 の 運 営 に 支 障 を 生 ず る こ と の な い よ う 、 万 全 の 措 置 を 講 ず

る こ と 。   

 

平 成 1 4 年 1 月 2 5 日 

全 国 市 長 会 

（担当：社会文教部） 

 

◇   経済委員会 

経済委員会（委員長・堀川姫路市長）を、１月 25 日、全国都市会館におい

て開催した。 

委員長あいさつの後、国土交通省の平田会計課長から平成 14 年度国土交通

省予算案の概要について、農林水産省の山田予算課長から平成 14 年度農林水

産省予算案の概要について、それぞれ説明を聴取し、質疑応答を行った。 

続いて、事務局から、予算対策運動の経過、BSE 関係の経過、食糧庁の生

産調整に関する研究会の設置、自動車リサイクル制度の動き等について報告

を行った。 

（担当：経済部） 

 

◇   水産都市協議会役員会 

水産都市協議会は、１月 24 日、全国都市会館において役員会を開催した。 

副会長の西川小松島市長のあいさつの後、水産庁の山川漁政課長から、平

成 14 年度水産関係予算政府案について説明を聴取した。 

引き続き、漁業施設等所在都市における特別財政需要の実態調査結果と 10

月３日の役員会以降の要望活動等について事務局から報告があり、了承した。 
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下関市より、今年４月末から同市で開催の国際捕鯨委員会第 52 回年次会合

についての案内があった。 

（担当：経済部） 

 

◇   港湾都市協議会役員・幹事合同会議 

港湾都市協議会（会長・高秀横浜市長）は、１月 24 日、東京全日空ホテル

において役員・幹事合同会議を開催した。 

副会長の松浦・坂出市長あいさつの後、来賓の国土交通省・金澤官房技術

参事官、日本港湾協会・藤野会長並びに日本港湾振興団体連合会・吉村会長

からそれぞれあいさつがあり、引き続き国土交通省港湾局の鬼頭計画課長、

安井開発課長並びに森下海岸・防災課長から平成 14 年度港湾・海岸関係予算

の概要等についてそれぞれ説明を聴取した。 

次に、事務局から平成 14 年度政府予算対策などについての事務報告を行っ

た後、議事に入り①第 45 回総会（本年７月 25～ 26 日開催）を苫小牧市から

那覇市に変更すること、②顧問に阿部・川崎市長、矢田・神戸市長を選任す

ること、③今野前相馬市長を功労者表彰すること、④明年度分担金について

それぞれ決定するとともに、今後の運営について了承した。 

なお、港湾都市協議会、日本港湾協会等の港湾関係６団体は、同日、東京

全日空ホテルにおいて港湾関係者新春懇談会を開催し、本協議会を代表して

副会長の松浦・坂出市長など港湾都市協議会会員の市長等多数が出席した。 

（担当：経済部） 

 

◎  税制調査会総会 

政府の税制調査会（会長・石弘光氏）は、１月 17 日、内閣総理大臣官邸大

ホールにおいて第 23 回総会を開催した。 

総会では、石会長から議事等の説明があり、続いて、事務局から「平成 14

年度税制改正の要綱」、「平成 14 年度地方税制改正(案 )要旨」について報告が

あった。次に、小泉内閣総理大臣より挨拶があり、その後、あるべき税制に

ついて委員による自由討議が行われた。 

本会からは、委員の松浦高崎市長が出席した。 

（担当：財政部） 

 

◎  中央環境審議会 循環型社会計画部会 

中央環境審議会 循環型社会計画部会（部会長・中島尚正放送大学教授）
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が１月 17 日、環境省において開催された。 

部会では、「循環型社会形成推進基本計画の策定のための具体的な指針に

ついて」を決定し、同日、中央環境審議会会長（森嶌昭夫（財）地球環境戦

略研究機関理事長）から環境大臣に意見具申を行った。 

なお、本会からは、杉浦安城市長（社会文教委員会委員長）が委員として

出席した。 

（担当：社会文教部） 

 

◎   中央環境審議会 廃棄物・リサイクル部会 

中央環境審議会  廃棄物・リサイクル部会（部会長・花嶋正孝福岡県リサ

イクル総合研究センター長）が１月 18 日、環境省において開催された。 

部会では、廃棄物・リサイクル制度の基本問題について議論するとともに、

環境省から、自動車リサイクルをめぐる状況について報告があった。 

なお、本会からは、杉浦安城市長（社会文教委員会委員長）が委員として

出席した。 

（担当：社会文教部） 

 

◎   社会保障審議会・医療部会（第５回） 

社会保障審議会・医療部会（部会長・高久久麿自治医科大学学長）が、１

月 21 日、経済産業省別館において開催された。 

会議では、医療の情報提供についてを議題として厚生労働省の説明の後、

議論を行った。 

なお、本会からは委員として井上四日市市長（社会文教委員会担当副会長）

が参画している。 

（担当：社会文教部） 

 

◎   社会保障審議会・介護給付費分科会（第４回）  

社会保障審議会・介護給付費分科会（会長・西尾勝国際基督教大学教授）

が、１月 23 日、霞ヶ関ビルにおいて開催された。 

会議では、介護報酬（介護療養型医療施設、訪問看護・訪問リハビリテー

ション、居宅療養管理指導）等を議題として、厚生労働省から関連資料につ

いて説明の後、議論を行うとともに、事業者団体ヒアリング及び意見公募の

実施について了承した。 

なお、本会からは委員として喜多守口市長（介護保険対策特別委員会委員
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長）が出席した。 

次回は、介護報酬（介護老人保健施設等）を議題に、２月 13 日に開催する

こととしている。 

（担当：社会文教部） 

 

◎   財団法人全国市長会館評議員会、理事会  

財団法人全国市長会館（理事長・高秀横浜市長）は、１月 25 日、全国都市

会館において、評議員会及び理事会を開催した。 

評議員会では、本財団寄附行為第 35 条の規定に基づき、議長に森本四條畷

市長を選任するとともに、議事録署名人に評議員の皆川鎌ヶ谷市長及び柏木

行橋市長を選任した。 

次いで、事務局から前回の理事会（平成 13 年６月６日開催）以降の会務に

ついて報告があり、これを了承した。 

引き続き議事に入り、本財団寄附行為第 10 条の規定に基づき、平成 14 年

度財団法人全国市長会館事業計画（案）及び同収入支出予算（案）について

審議を行い、いずれも原案のとおりこれに同意した。 

次に、財団法人全国市長会館理事の補充について審議を行い、藤森郡山市

長、有賀松本市長を理事に選任した。 

評議員会終了後、理事会を開催し、理事長あいさつの後、理事長の指名を

受けた原岸和田市長が議長となり議事を進行した。まず、議事録署名人に理

事の青木立川市長及び常務理事の秋本全国市長会事務総長を選任した。 

次いで、事務局から前回の理事会（平成 13 年６月６日開催）以降の会務に

ついて報告があり、これを了承した。 

引き続き議事に入り、平成 14 年度財団法人全国市長会館事業計画（案）及

び同収入支出予算（案）について審議を行い、いずれも原案のとおりこれを

決定した。 

次に、財団法人全国市長会館評議員の補充について審議を行い、酒井福井

市長、水谷伊勢市長を評議員に選任した。 

（担当：管理部） 

 

◎  地域社会振興財団「健康福祉プランナー養成塾塾生募集案内」 

 

健健康康福福祉祉ププラランンナナーー養養成成塾塾塾塾生生募募集集案案内内   
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 （財）地域社会振興財団（栃木県・自治医科大学内）では、今年度に引き続

き下記の要領で「平成１４年度健康福祉プランナー養成塾」を開講いたします。 

 

記  

 

１  目   的   ２１世紀を担う市（区）町村職員に不可欠な保健・医療・福

祉についての深い理解と知識、企画立案能力、同じく医師に

おいては住民の要望、自治体の財政状況を理解し、保健・福

祉の行政サイドと協力する調整能力と、それぞれの地域、そ

れぞれの立場で質の高い健康福祉先進地域を作る能力獲得を

目指します。 

２  期   間   平成１４年７月１０日（水）～７月２６日（金） 

３  会   場   栃木県・自治医科大学地域医療情報研修センター 

４  講   師   保健・医療・福祉の各分野で活躍されているエキスパート、

施策立案者 

５  募集定員  ３０名程度 

６  応募資格  ①市町村職員等で、保健・医療・福祉に関する企画立案に携

わっている方（将来その可能性がある方も含みます） 

        ②行政や福祉等の他の領域との連携を必要と考えておられる

医師 

７  応募方法  各市（区）町村に既に送付した｢募集案内｣中の参加申込書に

記入の上、同財団宛郵送してください。 

８  応募期限  平成１４年４月１９日（金） 

９  参加経費  研修中の宿泊費、受講料、教材費等は、同財団が負担いたし

ます。 

        （ただし、往復の交通費及び研修中の食事代は、参加者の所

属機関の負担） 

 

10 申込及び問合せ先 

財団法人 地域社会振興財団 総務課  

        〒 329‐ 0498 栃木県河内郡南河内町薬師寺３３１１－１６０  

        ＴＥＬ  ０２８５－５８－７４３５ 

        ＦＡＸ  ０２８５－４４－７８３９ 
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 詳細は、平成１３年１２月末に同財団から送付された｢募集案内｣をご参照下

さい。 

 

◎   市長の選挙  
（選挙日） （市  名）  （市 長  名）  （当 選  回  数）  

1 月 13 日 福井県 江市  辻   嘉右エ門 再選 

1 月 13 日 兵庫県三木市 加  古  房  夫 四選（１月 ６日無投票） 

  もり    まさ し  

1 月 20 日 富山県富山市 森    雅  志 新任（１月 26 日就   任）  

  の ざき  しげ や  

1 月 20 日 東京都東久留米市 野  崎  重  弥 新任（１月 20 日就   任）  

1 月 20 日 茨城県常陸太田市 渡  辺    一 四選（１月 13 日無投票） 

1 月 20 日 静岡県裾野市 大  橋  俊  二 三選（１月 13 日無投票） 

1 月 20 日 奈良県生駒市 中  本  幸  一 三選 

  かみ その  ただし  

1 月 20 日 鹿児島県枕崎市 神 園    征  新任（１月 26 日就   任）  

1 月 27 日 神奈川県秦野市 二 宮  忠  夫 三選 

1 月 27 日 京都府綾部市 四  方  八洲男 再選 

1 月 27 日 大阪府貝 市    道    勇 九選 

1 月 27 日 鳥取県境港市 黒  見  哲  夫 四選 

1 月 27 日 熊本県山鹿市 河  村    修 再選（１月 20 日無投票） 

1 月 27 日 宮崎県宮崎市 津  村  重  光 三選 

1 月 27 日 宮崎県延岡市 櫻  井  哲  雄 三選 

（担当：総務部） 

 

◎   市長の退任  
（退任日） （市  名）  （市 長  名）   

1 月 11 日 岐阜県岐阜市 浅  野    勇  

1 月 18 日 静岡県富士市 鈴  木  清  見  

1 月 19 日 福島県相馬市 今  野    繁  

1 月 19 日 千葉県旭市 加  瀬  五  郎  

1 月 25 日 富山県富山市 正  橋  正  一  

1 月 25 日 鹿児島県枕崎市 今給黎   久  

（担当：総務部） 

 

◎  速報の発行 

1 月 28 日 （第 1 号） 平成１４年度地方財政関係資料の送付について 

（担当：総務部） 

 

◎  本会事務総長の異動 

去る１月 25 日開催の理事・評議員合同会議において、２月７日付をもって

秋本敏文事務総長が退職し、２月８日付で新たに鈴木正明（すずき・まさあ

き）事務総長が就任することが了承された。 
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鈴木正明氏の略歴は以下のとおり。 

 

東京都出身、昭和 19 年   5 月   9 日生まれ 

（学  歴） 

昭和 42 年  3 月   東大法卒 

    （職  歴） 

昭和  42 年   4 月   自治省採用 

47 年   6 月   北九州市企画課長 

49 年   7 月   鳥取県地方課長 

50 年   7 月     同  財政課長 

58 年   7 月   山梨県総務部長 

61 年   7 月   自治省福利課長 

63 年  11 月   北海道総務部長 

  平成   2 年  11 月   自治省会計課長 

   3 年  5 月   北海道副知事 

    5 年  7 月   自治省公務員部長 

    8 年  9 月   国土庁地方振興局長 

  10 年   1 月   自治省行政局長 

  11 年  8 月   消防庁長官 

  13 年  1 月   退官  

   2 月   （財）地域総合整備財団理事長 

（担当：総務部） 

 

◎  行事予定 

月   日  時  間         会    議    名  所   管      場        所  

2 月  1 日  14： 00 事 業 所 税 都 市 連 絡 協 議 会 担 当

職 員 研 修 会  

財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

2 月  7 日  

～ 8 日  

 全 国 雪 寒 都 市 対 策 協 議 会 幹 事

会  

経 済 部 弘 前 市

2 月 12 日  13： 30 全 国 基 地 協 議 会 ・ 防 衛 施 設 周

辺 整 備 全 国 協 議 会 合 同 役 員 会

社 会 文 教 部 全 国 都 市 会 館

第 2 会 議 室

2 月 15 日  13： 30 全 国 都 市 税 務 協 議 会 幹 事 会

（ 研 修 会 ）  

財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 1 会 議 室

2 月 24 日  

  ～ 3 月 3 日  

 ド イ ツ 介 護 保 険 制 度 実 態 調 査 社 会 文 教 部  

（担当：企画調整室）  

 

※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 


